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「国連持続可能な開発のための教育の10年」関係省庁連絡会議

※ ジャパンレポートは、「第１部 10年間の日本の成果と課題」「第２部 日本の主な推進体制と各主体

による取組」「第３部 日本の優良事例 30例」から構成されております。

本資料は、第１部を中心にそのポイントをまとめたものです。



１．はじめに

○ 大量生産、大量消費、大量廃棄型の経済成長・人口増加に伴い、環境が年々、損なわれつつある。

○ 持続可能な開発（将来世代のニーズを満たしつつ、現在の世代のニーズも満足させるような開発）
のため、日本の提唱により始まった、「国連持続可能な開発のための教育の10年」（2005～2014年）。

○ 2014年11月に、日本で開催される、「ＥＳＤに関するユネスコ世界会議」を契機に、あいちなごやか
ら、2015年以降のＥＳＤが新たに始まる。

２．日本のＥＳＤの特徴及び成果

政府による2014
年までの目標と
計画の策定

（１）日本のＥＳＤ推進計画の再構築
（２）学校教育現場へのＥＳＤの更なる浸透
（３）社会教育現場／地域におけるＥＳＤの更なる推進
（４）国際的な枠組み構築への貢献

３．2015年以降の日本のＥＳＤの課題・展望

学校教育におけ
る取組

①教育振興基本計
画及び学習指導要
領を通じた推進

②ユネスコスクール
を核にした取組

社会教育におけ
る取組／地域に
おける多様な主
体が参画・協働す
る取組

①協議会を通じた地
域ぐるみの取組
②公害経験を教訓と
した社会教育と地
域再生の取組
③企業の取組の見
える化とＣＳＲ

トップダウンとボト
ムアップの取組の
有機的結合

東日本大震災と
福島第一原子力
発電所事故が与
えた教訓・影響

①防災・減災に活か
されたＥＳＤ

②エネルギーに対す
る関心の高まり

③復興に活かされる
ＥＳＤ

特徴１ 特徴２ 特徴３ 特徴４ 特徴５
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特徴１ 政府による2014年までの目標と計画の策定

○ 日本政府は、2014年までの国内目標
を、下記のとおり設定。

①持続可能な社会を担う「個人の育成」

②ＥＳＤを推進する主体の「ネットワーク
化」

○ 2014年までにこの目標を達成するた

め、具体的な施策や、各主体に期待さ
れる役割を示した国内実施計画を関係
省庁連絡会議において2006年に策定
し、ＰＤＣＡをまわしながら、取組を推進。

○ ＥＳＤ関連予算を一覧的に取りまとめ、
定期的に点検するなど、国内実施計画
に示された施策を、政府全体において
計画的に推進。

○ 2011年には国内実施計画を改訂し、
以下を重点取組事項として取組を推進。

① 普及啓発
② 教育機関における取組
③ 地域における実践

特 徴 成 果

ＥＳＤで目指すべきは、個々人が、「地球的視野で考え、様々な課題を自らの問題として
捉え、身近なところから取り組み、持続可能な社会づくりの担い手となる」よう、個々人を
育成し、その意識と行動を変革すること。
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特徴２ 学校教育における取組

○ 教育施策の基本的な方針等を定める
教育振興基本計画（2008年策定、2013
年改訂）の重要な理念の一つとしてＥＳ
Ｄを位置付け。

○ 小、中、高等学校の学習指導要領に、
持続可能な社会の構築の視点を盛り込
み。

○ 全国の小、中、高等学校において、
「生きる力」を育むという理念の下、 Ｅ
ＳＤが推進された。

（総合的な学習の時間の活用等）

○ ＥＳＤに取り組む多くの学校で、年間
計画やＥＳＤカレンダーに基づき、計画
的にＥＳＤが展開。

特 徴 成 果

①教育振興基本計画及び学習指導要領を通じたＥＳＤの推進

②ユネスコスクールを核にした取組

○ ユネスコスクールをＥＳＤの推進拠点
と位置付け、拡充。ユネスコスクール間
のネットワークを強化。

○ 国内18の大学間のネットワークが、ユ
ネスコスクールの申請や活動を支援。

○ ユネスコスクールの質の向上のため、
ガイドラインを策定。

○2006年に20校であったユネスコスクー
ル加盟数は、世界最多となる705校まで
増加（2014年８月現在）。
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特徴３ 社会教育における取組／地域における多様な主体が参画・協働する取組

○ 日本の様々な地域において、地域の
多様な主体のネットワークである協議会
が形成され、地域ぐるみでＥＳＤを推進
する、先駆的な取組が進められてきた。

○ 岡山市や宮城県気仙沼市における先
行事例は、日本国内でのモデルや、国
際連合大学が国際的に展開しているＲ
ＣＥ（持続可能な開発のための教育に関
する地域の拠点）のモデルにもなった。

特 徴 成 果

①地域の多様な主体からなる協議会を通じた地域ぐるみの先駆的取組

②公害経験を教訓とした社会教育と地域再生の取組

○ 公害の経験から得られた貴重な教訓
を国内外に発信するため、リーフレットの
作成や、語り部の活動、資料館の運営な
どが、多様な主体により推進中。

○公害に関する過去の教訓の普及を超え
て、良好な環境保全を軸とした地域おこ
しが、北九州市、水俣市、西淀川区等で
進められている。

③企業の環境負荷低減の取組の見える化と事業活動と一体化した
ＣＳＲの推進

○ 事業者が公表している環境報告書や
ＣＳＲ報告書を、多くの人が容易に、機能
的にアクセスできるよう、専門サイト「環
境報告書プラザ」を設置。

○環境報告書やＣＳＲ報告書の作成・公
表を通じて、経営者・従業員だけでなく
株主・金融機関・消費者等も環境負荷
低減努力等について学ぶ機会を提供。4



特徴４ トップダウンとボトムアップの取組の有機的結合

○ 政府による目標・計画の策定や現場
での取組支援というトップダウンの取組
と、教員やＮＧＯ等による現場での実践
というボトムアップの取組が、有機的に
結合しながら、ＥＳＤは進められてきた。
（環境教育促進法、民間ネットワーク、
円卓会議等）

○ ＥＳＤ－Ｊが開催した地域会議の成果
や、地域ぐるみの先行事例が、政府の
国内実施計画に盛り込まれ、横展開。

○ 教育現場で成功事例とされたＥＳＤカ
レンダーは、ＥＳＤに取り組む多くの学
校で普及。

特 徴 成 果

特徴５ 東日本大震災と福島第一原子力発電所事故が与えた影響

○ 日頃からのＥＳＤの中で育まれた力や多様な主体とのつながりが、避難の際や避難
生活などの厳しい状況下で役立ったとの報告があった。こうした教訓を踏まえ、長年Ｅ
ＳＤに取り組んできた被災地では、防災教育を改善し、その実践に取り組んでいる。

○ 事故直後の計画停電、原子力発電所の停止、再生可能エネルギーの普及、輸入燃
料費の増加、温室効果ガス排出量の増加などを通じて、エネルギー問題や温暖化問
題、ライフスタイルに関する国民の意識が向上。

○ 長年にわたりＥＳＤを学んできた子供たちが、地域のために自ら出来ることを主体的
に提案し、行動する姿が、地域の大人たちの復興の機運を高めている事例が複数報
告されている。
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2015年以降の日本のＥＳＤの課題・展望

国内実施計画（2005～2014年
度）を引き継ぐ、2015年以降

のＥＳＤの推進計画を策定し、
ＰＤＣＡを進めます。

国全体が、将来にわたり持続可能な経済社会システムへと変革するために
は、その基盤となるＥＳＤを2015年以降も一層強力に進めていくことが必要。

今後は学習指導要領の中にＥ
ＳＤや、ＥＳＤによって育成しよ
うとする能力や態度を更に明
示すべきとの指摘もあり、今
後の検討が求められている。

地域でＥＳＤを担いうるステー
クホルダー間のコミュニケー
ションの障壁を取り除くための、
地域コーディネーターの支援
強化と、地域レベルでのＥＳＤ
を支援するハブ機能を有する
体制の整備が重要な課題。

ポスト2015年開発・教育目標

の議論や、ユネスコ信託基金
拠出等を通じて、国際社会に
おけるＥＳＤの推進にリーダー
シップを発揮。
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●

● ４．東京都江東区立 東雲小学校
八名川小学校

● ５．東京都目黒区立 五本木小学校

● ７．東京都大田区立 大森第六中学校

● 13．国連大学 サステイナビリティ高等研究所
（ＵＮＵ－ＩＡＳ）

● 18．認定ＮＰＯ法人 持続可能な開発のため
の教育の10年推進会議（ＥＳＤ－Ｊ）

● 19．公益社団法人 日本ユネスコ協会連盟

● 20．公益財団法人 ユネスコ・アジア文化センター
（ＡＣＣＵ）

● 23．特定非営利活動法人 開発教育協会

● 27．経団連自然保護協議会

● 28．損保ジャパン日本興亜株式会社

● 29．住友化学株式会社

● 30．ソニー株式会社

● １．ＥＳＤユネスコ世界会議
あいち・なごや支援実行委員会

● ３．愛知県豊田市立 土橋小学校

● 15．中部ＥＳＤ拠点協議会
（ＲＣＥ Ｃｈｕｂｕ）

16 ．福岡県大牟田市教育委員会

● 22．特定非営利活動法人
こども環境活動支援協会

● 26．ジャパンアートマイル
（ＪＡＭ）

●

● 24．公益財団法人公害地域再生センター（あおぞら財団）

● ２．岡山ＥＳＤ推進協議会（岡山市役所）

● 12．ユネスコスクール支援大学間
ネットワーク（ASPUnivNet）事務局

●

●

● ６．福島県双葉郡浪江町立
浪江小学校

● ８．筑波大学附属 坂戸高等学校

● 21．公益財団法人 地球環境戦略研究機関
（ＩＧＥＳ）

10．広島大学附属 福山中・高等学校

●

９．島根県立 隠岐島前高等学校

●

●

●
●

愛知県
名古屋市岡山市

●

●

17．和歌山教育センター学びの丘

11．国立大学法人 奈良教育大学

＜凡例＞
● 世界会議開催自治体
● 学校（小学校、中学校、高等学校、

中高一貫校、大学）
● 自治体・地域コミュニティ
● ＮＰＯ
● 事業者、業界団体

25．ＮＰＯ法人 さっぽろ自由学校「遊」
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第３部で紹介している日本の優良事例 30例

14．気仙沼市教育委員会、宮城教育大学


